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研究成果の概要： 

 

本研究では、芸術活動や文化遺産などの文化資本(Cultural Capital)と市場経済の調和、及び

付加価値産業の基盤創出の可能性について、日仏比較研究を通じ、検討、分析を行った。平成

１９年度に行った事例研究（演劇フェスティバル）に基づく文化資本の地域社会・経済への影

響の定量的・定性的な分析、及びフランス側協力者が行ったルーブル美術館の活動の経済的な

側面からの分析に基づき、文化資本の持続的な活用のための要件を探った。また、これまでの

研究成果の一部を学術論文及び国際会議で発表した。 
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１．研究開始当初の背景 

近年、我が国においても、財・サービスに

おける付加価値の創造に向けて、文化・創造

をキーワードとした政策論が活発になってい

る。国際社会においても、成熟社会であるヨ
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ーロッパ、特に、フランスでは、先駆的に、

文化の経済的生産性の推計や、社会問題解決

への寄与などの分析、文化と発展の最適化に

向けた各種経済モデルの提案が開始されてい

る。その中でも、芸術家や芸術団体、及び文

化遺産（主として有形の文化財、博物館）と

いった文化資本(Cultural Capital)を用いた

地域経済政策（経済効果、雇用制度等）、文化

施設・遺産などのマネージメントを中心とし

た理論および政策研究が重要な課題となって

いる。具体的には、①文化資本を用いた地域

再生：文化と地域コミュニティの関連をモデ

ル化し、持続的発展や地域再生を可能とする

政策提言、②知的・文化的価値の創造に関す

る経済効果分析：地理的認知や無形遺産のコ

ピーレフトを推進するための理論の構築、③

文化資本に関する活動の経済効果分析：芸術

家や芸術団体、及び文化遺産（主として有形

の文化、博物館）の経済効果、雇用創出の推

定、より効果的な雇用創出の考察、制度的課

題の抽出などが重要な課題とされている。 

 
 
２．研究の目的 

現在、確たる産業基盤を持たない地域では、

地域経済を活性化するために、文化資本を用い

た産業基盤の構築が試みられているものの、①

文化資本と市場経済とを如何に調和させるか、

また、②付加価値を持った産業基盤を如何に創

出するかが課題となっている。 

その中で、世界的には、経済資本のみならず、

文化資本を含む、社会に存在する多様な資源を

導入することが出来るような、新しい地域経済

モデル「文化－経済モデル」の構築が求められ

ている。このモデルの特徴は、文化活動（文化

資本に関わる活動）が各地域住民によって自発

的に行われることにより、住民が保全・活用手

法に関する知識・技術を蓄積し、各地域間にお

いて情報が共有されることにより最適な資源

投入が行われ、結果として文化資本から得られ

る財・サービスの付加価値が向上し，地域の活

性化・再生に貢献するというものである。 

さらに、この「文化－経済モデル」は、国際

的な文化活動の交流を通し、情報伝達や産業構

造の変化が地域コミュニティの活性化や再生

に貢献できる可能性がある点を指摘している。  

本研究は、日本とフランスとの比較研究を通

じ、文化資本の維持、活用に焦点を当て、地域

経済に与える影響を経済モデルによるシミュ

レーション分析を行い、文化活動が産業構造、

社会厚生を通し、地域再生に与える効果とその

過程を定量的に評価することを目的として行

われた。 

 
 

３．研究の方法 

上記の目的のため、本研究では、主として

産業連関表を用いた経済効果分析に焦点を

当て、日仏両国おける文化芸術活動による産

業に与える影響を分析した。あわせて、文化

活動が社会厚生および地域再生に与える影

響を分析するため、日仏両国におけるシミュ

レーション・モデルの作成を試みるなど、経

済モデルを構築するための各種要因の分析、

検討を行なった。 

具体的には、２００７年度は事例研究（沖

縄県の演劇フェスティバル）を通じて、実態

把握に努め、２００８年度は、事例調査の結

果に基づき、演劇フェスティバルの地域への

社会的、経済的影響について定量的・定性的

な分析を行うとともに、文化資本の活用によ

り社会的貢献が持続的に行われていくため

の要件を探った。 

また、フランス側協力者により行われたル

ーブル美術館活動の経済的な側面からの詳

細分析の結果については、日本において特別

セミナーを開催、各種会合において外部研究

者も交えて比較検討を行った。 



 

 

 

４．研究成果 

２００７年に観客調査を実施した沖縄に

おける演劇フェスティバルについては、地域

ブロック別の産業連関表を用いて、その全国

的な経済波及効果に関する分析を行い学会

論文として採択され、発表された。 

さらに、これまでの研究成果の一部として、

２００８年９月にナポリ大学で開催された

創造都市に関する国際シンポジウムにおい

て、既往研究の詳細分析に加えて、東京都新

宿区における文化創造産業創出の動向、要因、

背景などを分析した研究結果を発表した。現

在、この発表を元に論文を提出し、プロシー

ディングスとして公表される予定である。 

また、同年１１月に中国上海市において開

催された上海幹部学校における都市の発展

に関する国際会議においては、東京を事例と

して取り上げ、考察した文化創造産業への構

造変化と持続的な発展に関する実証分析の

研究結果を発表した。この発表についてもプ

ロシーディングスとして公表される予定で

ある。 

さらに、フランス側研究協力者が行ったル

ーブル美術館を対象とする美術館活動に関

する実証的な経済効果分析の結果は、２００

９年３月に国立新美術館との共催で開催し

た公開セミナーにおいて発表し、その成果の

一部は、英文論文として、本学ホームページ

において公開している。 

また、２００８年３月、２０００８年３月

の２度にわたって、フランス側研究者と共同

で研究成果に関するセミナー、各種会議を開

催、議論を深めた。さらに、今後も、残る研

究成果を論文その他の形式で、できるだけ広

く公表することとしている。 
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